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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基体上に２行２列に設けられた４個の発光素子と、
　前記発光素子に対向して前記基体上に設けられた４個のフレネルレンズを有する複眼レ
ンズと、を備え、
　平面視において、４個の前記発光素子は、前記発光素子の対角方向であって、それぞれ
の中心が対向する前記複眼レンズの各フレネルレンズのレンズ中心から前記複眼レンズの
中心に近付く方向にずれて配置され、
　４個の前記発光素子として、発光色が異なる２個の第１発光素子と２個の第２発光素子
とが交互に配置され、
　平面視において、前記第１発光素子の中心と、前記第２発光素子の中心との間の距離は
、１．２～１．３ｍｍである発光装置。
【請求項２】
　前記第２発光素子は、前記第１発光素子よりも赤色成分が多い光を発光する請求項１に
記載の発光装置。
【請求項３】
　４個の前記フレネルレンズは、それぞれ対角方向の凸が３個以上である請求項１または
請求項２に記載の発光装置。
【請求項４】
　平面視において、前記複眼レンズの各フレネルレンズのレンズ中心と、対向する前記第
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１発光素子および前記第２発光素子のいずれかの中心とのずれ幅は、１００μｍ以下であ
る、請求項１から請求項３のいずれか一項に記載の発光装置。
【請求項５】
　前記第１発光素子は、青色発光ダイオードと、前記青色発光ダイオードの上に設けられ
た黄色蛍光体を含む第１の波長変換部材と、を備え、
　前記第２発光素子は、青色発光ダイオードと、前記青色発光ダイオードの上に設けられ
た赤色蛍光体を含む第２の波長変換部材と、を備える、請求項１から請求項４のいずれか
一項に記載の発光装置。
【請求項６】
　前記フレネルレンズは、凹凸が形成された一方の面を４個の前記発光素子側に向けてい
る、請求項１から請求項５のいずれか一項に記載の発光装置。
【請求項７】
　基体上に、４個の発光素子を２行２列に設置する工程と、
　前記基体の上に、４個のフレネルレンズを有する複眼レンズを固定する工程と、を含み
、
　前記発光素子を設置する工程では、４個の前記発光素子を、前記発光素子の対角方向で
あって、それぞれの中心が対向する前記複眼レンズの各フレネルレンズのレンズ中心から
前記複眼レンズの中心に近付く方向にずらして設置し、４個の前記発光素子として、発光
色が異なる２個の第１発光素子と２個の第２発光素子とを交互に、平面視において、前記
第１発光素子の中心と前記第２発光素子の中心との間の距離を１．２～１．３ｍｍである
ように配置する発光装置の製造方法。
【請求項８】
　前記複眼レンズを固定する工程において、前記フレネルレンズを、凹凸が形成された一
方の面を４個の前記発光素子側に向けて配置する請求項７に記載の発光装置の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、発光装置およびその製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、カメラのフラッシュにも利用される発光装置として、複数の発光素子を備え、そ
れぞれの発光素子に対して、レンズが組み合わせられる装置が知れられている（例えば特
許文献１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１６－２２４３９４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　発光装置において高出力にするために発光素子の個数を増加すると、レンズを大型化す
るなど装置自体が大型化する。そこで、発光素子の個数やレンズの大きさを変えずに装置
を小型化するために発光素子の間隔を狭めることが考えられる。しかし、発光素子の間隔
を狭めると、照度分布の偏りが発生してしまう。特に、互いに異なる色で発光する発光素
子の間隔を狭めると、これらの発光素子を同時に点灯させた場合、色ムラが発生する虞が
ある。
【０００５】
　そこで、本開示に係る実施形態は、小型で色ムラが改善された発光装置およびその製造
方法を提供する。
【課題を解決するための手段】



(3) JP 6912732 B2 2021.8.4

10

20

30

40

50

【０００６】
　本開示の実施形態に係る発光装置は、基体上にアレイ状に設けられた複数の発光素子と
、前記発光素子に対向して前記基体上に設けられた複数のレンズ部を有する複眼レンズと
、を備え、平面視において、複数の前記発光素子は、それぞれの中心が対向する前記複眼
レンズの各レンズ中心から前記複眼レンズの中心に近付く方向にずれて配置され、複数の
前記発光素子として、発光色が異なる第１発光素子と第２発光素子とが交互に配置される
。
【０００７】
　また、本開示の実施形態に係る発光装置は、基体上にアレイ状に設けられた複数の発光
素子と、前記発光素子に対向して前記基体上に設けられた複数のレンズ部を有する複眼レ
ンズと、を備え、平面視において、１つの前記発光素子は、中心が前記複眼レンズの中心
に配置されたレンズ部のレンズ中心に対向して配置され、平面視において、他の複数の前
記発光素子は、それぞれの中心が対向する前記複眼レンズの各レンズ中心から前記複眼レ
ンズの中心に近付く方向にずれて配置され、前記他の複数の発光素子として、発光色が異
なる第１発光素子と第２発光素子とが交互に配置される。
【０００８】
　また、本開示の実施形態に係る発光装置の製造方法は、基体上に、複数の発光素子をア
レイ状に設置する工程と、前記基体の上に、複数のレンズ部を有する複眼レンズを固定す
る工程と、を含み、前記発光素子を設置する工程では、複数の前記発光素子を、それぞれ
の中心が対向する前記複眼レンズの各レンズ中心から前記複眼レンズの中心に近付く方向
にずらして設置し、複数の前記発光素子として、発光色が異なる第１発光素子と第２発光
素子とを交互に配置する。
【発明の効果】
【０００９】
　本開示に係る実施形態によれば、小型で色ムラが改善された発光装置を提供することが
できる。本開示に係る実施形態によれば、小型で色ムラが改善された発光装置を製造する
ことができる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】第１実施形態に係る発光装置の構成を模式的に示す平面図である。
【図２】図１のＩＩ－ＩＩ線における断面図である。
【図３】図２に示す光源装置の構成例を示す断面図である
【図４】第１実施形態に係る発光装置の製造方法の手順を示すフローチャートである。
【図５】第１比較例に係る発光装置の構成を模式的に示す平面図である。
【図６】第２比較例に係る発光装置の構成を模式的に示す平面図である。
【図７】第１比較例に係る発光装置の構成を模式的に示す断面図である。
【図８】第１実施形態に係る発光装置の構成を模式的に示す断面図である。
【図９】第１比較例に係る発光装置による照射分布の模式図である。
【図１０】第２比較例に係る発光装置による照射分布の模式図である。
【図１１】第１実施形態に係る発光装置による照射分布の模式図である。
【図１２】第２実施形態に係る発光装置の構成を模式的に示す平面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下、本発明に係る発光装置の実施形態について説明する。
　なお、以下の説明において参照する図面は、本発明を概略的に示したものであるため、
各部材のスケールや間隔、位置関係などが誇張、あるいは、部材の一部の図示が省略され
ている場合がある。また、平面図、断面図の間において、各部材のスケールや間隔が一致
しない場合もある。また、以下の説明では、同一の名称および符号については原則として
同一または同質の部材を示しており、詳細な説明を適宜省略することとする。
【００１２】
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　また、本発明の各実施形態に係る発光装置において、「上」、「下」、「左」および「
右」などは、状況に応じて入れ替わるものである。本明細書において、「上」、「下」な
どは、説明のために参照する図面において構成要素間の相対的な位置を示すものであって
、特に断らない限り絶対的な位置を示すことを意図したものではない。
【００１３】
（第１実施形態）
［発光装置の構成］
　まず、図１～図３を参照して、本発明の第１実施形態に係る発光装置の構成について説
明する。図１は、第１実施形態に係る発光装置の構成を模式的に示す平面図である。図２
は、図１のＩＩ－ＩＩ線における断面図である。図３は、図２に示す光源装置の構成例を
示す断面図である。
　発光装置１００は、例えばカメラのフラッシュモジュールを構成するものである。発光
装置１００は、スマートフォンやタブレット端末等の筐体４に組み込まれている。
筐体４は、例えばステンレス等からなる本体部４１と、筐体４に組み込まれた発光装置１
００を覆うカバーガラス４２と、を備えている。カバーガラス４２は、本体部４１の貫通
孔４３に設置されている。なお、図１では、本体部４１の貫通孔４３に取り付けられたカ
バーガラス４２を通して見える発光装置の一部を図示している。
【００１４】
　発光装置１００は、基体５上にアレイ状に設けられた複数の発光素子１を有する光源装
置１０と、複眼レンズ３０と、を備えている。ここでは、発光装置１００は、複数の発光
素子１として、発光色が異なる第１発光素子１Ａと第２発光素子１Ｂとを含み、第１発光
素子１Ａと第２発光素子１Ｂとが基体５上に交互にアレイ状に配置されている。なお、両
者を区別しない場合には、単に発光素子１と表記する。複眼レンズ３０は、基体５上にレ
ンズホルダ３１を介して設けられており、各発光素子１に対向してレンズ部をそれぞれ有
している。図１に示すように、平面視において、複数の発光素子１は、それぞれの中心が
対向する複眼レンズ３０の各レンズ中心から複眼レンズ３０の中心に近付く方向にずれて
配置されている。
【００１５】
　光源装置１０は、図３に示すように、基体５と、導体配線６と、をさらに備えている。
基体５は、発光素子１等を支持する部材であり、発光装置の一般的なパッケージ基板を利
用できる。例えば、ＡｌＮ等のセラミック基板、Ａｌ等の金属基板、ガラスエポキシ等の
樹脂基板等を挙げることができる。
【００１６】
　導体配線６は、例えば基体５の上面に設けられている。導体配線６は、発光素子１に外
部から電力を供給する配線であり、基体５に所定形状にパターニングされている。導体配
線６は、例えば基体５を貫通した配線部と、基体５の下面から露出した配線部とを介して
外部電源に接続される。導体配線６は、発光装置の一般的なパッケージ基板配線を利用で
きる。そのような配線としては、金属材料を用いることができ、例えば、Ａｇ、Ａｌ、Ｎ
ｉ、Ｒｈ、Ａｕ、Ｃｕ、Ｔｉ、Ｐｔ、Ｐｄ、Ｍｏ、Ｃｒ、Ｗ等の単体金属またはこれらの
金属を含む合金を好適に用いることができる。さらに好ましくは、光反射性に優れたＡｇ
、Ａｌ、Ｐｔ、Ｒｈ等の単体金属またはこれらの金属を含む合金を用いることができる。
【００１７】
　なお、発光素子１の負極と電気的に接続して基体５の下面から露出した配線部と、発光
素子１の正極と電気的に接続して基体５の下面から露出した配線部とは、絶縁層７によっ
て絶縁されている。
【００１８】
　発光装置１００には、複数の発光素子１が設けられている。発光素子１は、発光ダイオ
ードと、発光ダイオードの上に設けられた波長変換部材と、発光ダイオード及び波長変換
部材の側面を被覆する保護部材を備えている。各発光素子１は、導体配線６と電気的に接
続するように基体５の上面に載置されている。複数の発光素子１は、平面視において規則
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的に配置されている。発光素子１は、発光ダイオードと発光ダイオードの上に設けられた
波長変換部材を含む。複数の発光素子１のうち、第１発光素子１Ａは白色光を発光し、第
２発光素子１Ｂは、第１発光素子１Ａよりも赤色成分が多い光を発光する。以下では、第
２発光素子１Ｂが発光する光は、アンバー色の光であるものとする。
【００１９】
　ここで、アンバー色とは、ＪＩＳ規格Ｚ８１１０における黄色のうちの長波長領域と黄
赤の短波長領域とからなる領域や、安全色彩のＪＩＳ規格Ｚ９１０１による黄色の領域と
黄赤の短波長領域に挟まれた領域の色度範囲が該当し、例えば、ドミナント波長で言えば
、５８０ｎｍ～６００ｎｍの範囲に位置する領域をいう。
【００２０】
　発光ダイオードは、例えばサファイア等の透光性の基板２１上に半導体層２２を備えて
いる。半導体層２２は、基板２１側から順に、ｎ側半導体層と活性領域とｐ側半導体層と
を備えている。紫外光や、青色光から緑色光の可視光を発光可能な発光ダイオード２とし
ては、例えば、窒化物半導体であるＩｎＸＡｌＹＧａ１－Ｘ－ＹＮ（０≦Ｘ≦１、０≦Ｙ
≦１、Ｘ＋Ｙ≦１）等で表されるＧａＮ系やＩｎＧａＮ系を用いることができる。なお、
基板２１は除去されてもよい。発光ダイオード２の平面視形状は、例えば矩形状であるが
、円形、楕円形、三角形、六角形等の多角形であってもよい。
【００２１】
　発光ダイオード２は、同一面側に正負の電極２３を有するものが好ましく、これにより
、基体５上にフリップチップ実装することができる。本実施形態では、発光ダイオード２
の正負の電極２３と、基体５の導体配線６とは、バンプや導電ペースト、半田等の接合部
材９を介して電気的に接続されている。
【００２２】
　第１発光素子１Ａは、青色発光ダイオード２と、青色発光ダイオード２の上に設けられ
た第１の波長変換部材３Ａと、青色発光ダイオード２及び第１の波長変換部材３Ａの側面
を被覆する保護部材８と、を備えている。
　第１の波長変換部材３Ａは、上面視において、発光ダイオード２の上面を覆うように設
けられている。第１の波長変換部材３Ａは、黄色蛍光体を含む、平面視形状が略矩形状の
板状の透光性部材である。
【００２３】
　第１の波長変換部材３Ａに含まれる黄色蛍光体の一例として、イットリウム・アルミニ
ウム酸化物系蛍光体（ＹＡＧ系蛍光体）の他、Ｔｂ２．９５Ｃｅ０．０５Ａｌ５Ｏ１２、
Ｙ２．９０Ｃｅ０．０５Ｔｂ０．０５Ａｌ５Ｏ１２、Ｙ２．９４Ｃｅ０．０５Ｐｒ０．０

１Ａｌ５Ｏ１２、Ｙ２．９０Ｃｅ０．０５Ｐｒ０．０５Ａｌ５Ｏ１２等が挙げられる。
【００２４】
　透光性部材は、透光性の樹脂材料、ガラス等を用いることができる。例えば、シリコー
ン樹脂、シリコーン変性樹脂、エポキシ樹脂、フェノール樹脂などの熱硬化性樹脂を用い
ることができる。また、ポリカーボネート樹脂、アクリル樹脂、メチルペンテン樹脂、ポ
リノルボルネン樹脂などの熱可塑性樹脂を用いることができる。特に、耐光性、耐熱性に
優れるシリコーン樹脂が好適である。透光性部材は、発光ダイオードからの光に対する透
過率が７０％以上であることが好ましく、さらに８０％以上であることがより好ましい。
【００２５】
　第２発光素子１Ｂは、青色発光ダイオード２と、青色発光ダイオード２の上に設けられ
た第２の波長変換部材３Ｂと、青色発光ダイオード及び第２の波長変換部材３Ｂの側面を
被覆する保護部材８と、を備えている。
　第２の波長変換部材３Ｂは、上面視において、青色発光ダイオード２の上面を覆うよう
に設けられている。第２の波長変換部材３Ｂは平面視形状が略矩形状の板状の透光性部材
である。第２の波長変換部材３Ｂは、青色発光ダイオード２の青色光を、アンバー色の光
に変換する赤色蛍光体を含む。
【００２６】
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　第２の波長変換部材３Ｂに含まれる赤色蛍光体の一例として、例えば窒化物系蛍光体を
含むことが好ましく、サイアロン系蛍光体（ＳｉＡｌＯＮ系蛍光体）の他、（Ｓｒ０．９

７Ｅｕ０．０３）２Ｓｉ５Ｎ８、（Ｃａ０．９８５Ｅｕ０．０１５）２Ｓｉ５Ｎ８、（Ｓ
ｒ０．６７９Ｃａ０．２９１Ｅｕ０．０３）２Ｓｉ５Ｎ８、等が挙げられる。なお、赤色
蛍光体が含有される透光性部材としては、前記した樹脂材料、ガラス等を用いることがで
きる。
【００２７】
　第１発光素子１Ａと第２発光素子１Ｂは、互いに電気的に独立するように配置されてい
る。つまり、光源装置１０において、第１発光素子１Ａと第２発光素子１Ｂを独立して制
御可能となるように構成することで、それぞれから取り出される光の強度を任意に制御す
ることができる。なお、第１発光素子１Ａと第２発光素子１Ｂは、互いに電気的に独立し
ているが、同一の回路上の素子としてもよい。
【００２８】
　第１発光素子１Ａおよび第２発光素子１Ｂは保護部材８を備える。保護部材８は、発光
ダイオード及び波長変換部材の側面を保護する部材であり、発光ダイオード及び波長変換
部材の側面を直接的に又は間接的に被覆する。第１発光素子１Ａおよび第２発光素子１Ｂ
において、第１の波長変換部材３Ａおよび第２の波長変換部材３Ｂの上面はそれぞれ保護
部材８から露出し、第１発光素子１Ａ及び第２発光素子１Ｂの発光面（つまり主たる光取
り出し面）を構成する。保護部材８は、光反射率の高い部材で構成されることが好ましい
。保護部材８は、例えば光反射性物質を含有する樹脂材料を用いることができる。光反射
性物質としては、酸化チタン、酸化ケイ素、酸化ジルコニウム、チタン酸カリウム、酸化
アルミニウム、窒化アルミニウム、窒化アルミニウム、窒化ホウ素、酸化亜鉛、ムライト
等が挙げられる。また、樹脂材料としては、エポキシ樹脂、シリコーン樹脂、シリコーン
変性樹脂、フェノール樹脂などの熱硬化性樹脂を主成分とする樹脂材料を母材とすること
が好ましい。なお、保護部材８は、必要に応じて、可視光に対して透光性を有する部材で
構成することもできる。
【００２９】
　複眼レンズ３０は、光源装置１０の上にレンズホルダ３１を介して設けられている。レ
ンズホルダ３１は、光源装置１０の上に樹脂等の接着部材を用いて配置される。複眼レン
ズ３０は、図１に示すように、平面視において、第１発光素子１Ａおよび第２発光素子１
Ｂの光出射面全体を覆うように設けられる。複眼レンズ３０自体の平面視における外形は
、例えば矩形、円形、楕円形が挙げられる。複眼レンズ３０は、当該分野で公知の材料に
よって、公知の製造方法により製造することができる。材料としては、樹脂またはガラス
等が挙げられる。これら材料内には、光拡散材等が含有されていてもよい。
【００３０】
　複眼レンズ３０のレンズ部は、ここでは、フレネルレンズが形成されている。フレネル
レンズは、凹凸が形成された一方の面を光源装置１０側に向けて、光源装置１０から出射
される光線を入射させて、平坦な他方の面から出射させるように配置されている。レンズ
部がフレネルレンズを有していると、レンズ部を薄く形成することができる。そのため、
発光装置全体の光取り出し方向の長さを短くすることが可能になる。また、レンズ部を薄
く形成することで、複眼レンズ３０と光源装置１０との間に空気層を配置し易くなる。こ
の空気層を配置することで、光源装置１０からの光の広がりを調節することができる。複
眼レンズ３０は、外周に、レンズホルダ３１を備えている。レンズホルダ３１は、発光素
子１の上面と複眼レンズ３０の光入射面との間に空気層が介在するように、複眼レンズ３
０を光源装置１０の上に固定する。
【００３１】
　図１に示す例では、複眼レンズ３０は、４個のフレネルレンズを備えている。また、各
フレネルレンズの下には、２個の第１発光素子１Ａと、２個の第２発光素子１Ｂと、がア
レイ状に設けられている。４個のフレネルレンズは、２行２列で配置されており、同様に
、２個の第１発光素子１Ａと２個の第２発光素子１Ｂとが全体として２行２列に配置され
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ている。
　具体的には、１行目には、第１発光素子１Ａと第２発光素子１Ｂとがこの順序で隣接し
て配置されている。また、２行目には、第２発光素子１Ｂと第１発光素子１Ａとがこの順
序で隣接して配置されている。つまり、２つの第１発光素子１Ａと２つの第２発光素子１
Ｂは全体として平面視略矩形状を成すように２行２列のアレイ状に設けられ、それぞれが
矩形の対角に位置するように配置されている。
　以下、アレイ状に設けられた複数の発光素子において、ｍ行目のｎ列目に位置する発光
素子を発光素子（ｍ，ｎ）と表記する。この場合、発光装置１００は、第１発光素子１Ａ
（１，１）と、第２発光素子１Ｂ（１，２）と、第２発光素子１Ｂ（２，１）と、第１発
光素子１Ａ（２，２）と、を備えている。
【００３２】
　なお、図１に示す例は、時計回りに、第１発光素子１Ａ、第２発光素子１Ｂ、第１発光
素子１Ａ、第２発光素子１Ｂが配置されているとみなすこともできる。
　また、発光装置は、第２発光素子１Ｂ（１，１）と、第１発光素子１Ａ（１，２）と、
第１発光素子１Ａ（２，１）と、第２発光素子１Ｂ（２，２）と、を備えるようにしても
構わない。この場合も、第１発光素子１Ａ、第２発光素子１Ｂは、各行において、交互に
隣接して配置されている。
【００３３】
　図１に示す例では、平面視において、複眼レンズ３０の各フレネルレンズのレンズ中心
と、対向する第１発光素子１Ａおよび第２発光素子１Ｂのいずれかの中心とはずれるよう
に配置されている。ここでは、第１発光素子１Ａ、第２発光素子１Ｂの中心が、複眼レン
ズ３０の中心に向かって近付くようにずれている。そして、そのずれ幅は、１００μｍ以
下であることが好ましい。これにより、後記するように効果的に照度分布の偏りをなくす
ことができる。なお、ずれ幅とは、発光素子１の中心が、対向するレンズ中心から複眼レ
ンズ３０の中心に近付く方向へずれた距離であり、平面視における発光素子１の中心と対
向するレンズ中心との距離Ｄ１を意味する。
　図１に示す例では、平面視において、発光素子１の中心と対向するレンズ中心との距離
Ｄ１は０～０．１ｍｍであることが好ましい。また、第１発光素子１Ａの中心と、第２発
光素子１Ｂの中心との間の距離Ｄ２は、１．２～１．３ｍｍであることが好ましい。
【００３４】
＜発光装置の動作＞
　上記構成の発光装置１００は、外部電源と接続されると、発光素子１に電流が供給され
、発光素子１が発光する。この光は、発光素子１の上面から複眼レンズ３０を介して外部
に取り出される。なお、発光素子１の側面方向に伝播する光は、保護部材８によって反射
され、発光素子１の上面から外部に取り出される。また、発光装置１００は、第１発光素
子１Ａと第２発光素子１Ｂとを独立して制御することができ、カメラのフラッシュモジュ
ールとして用いた際に、被写体に合わせて所望の発光色に調色することができる。例えば
、第１発光素子１Ａのみを発光させた場合、白色光が出射され、第２発光素子１Ｂのみを
発光させた場合、アンバー色の光が出射される。このとき、第１発光素子１Ａと第２発光
素子１Ｂとが交互に配置されているので、各発光色で照度分布の偏りが生じない。また、
第１発光素子１Ａと第２発光素子１Ｂとを同時に発光させた場合、白色光とアンバー色の
光との両方が出射され、複眼レンズ３０がこれらの光を拡散する。このとき、第１発光素
子１Ａと第２発光素子１Ｂとが交互に配置され、第１発光素子１Ａおよび第２発光素子１
Ｂの中心が、複眼レンズ３０の各レンズ中心から、複眼レンズ３０の中心に向かって近付
くようにずれているので、後記するように照度分布の偏りが生じにくく、発光色ムラも発
生しにくい。これにより、発光装置１００は、第１発光素子１Ａと第２発光素子１Ｂの調
色光においても、照射範囲内を均一な発光色で照射することができる。
【００３５】
［発光装置の製造方法］
　次に、図１に示した発光装置１００の製造方法について説明する。図４に示すように、
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発光装置１００の製造方法は、発光素子準備工程Ｓ１と、発光素子設置工程Ｓ２と、レン
ズ固定工程Ｓ３とを含み、この順で各工程が行われる。
【００３６】
　発光素子準備工程Ｓ１は、複数の発光素子１を準備する工程である。
　この工程では、２個の第１発光素子１Ａと、２個の第２発光素子１Ｂとを準備する。こ
れらの部材は、予め製造されたものを用いてもよいし、自ら製造してもよい。第１発光素
子１Ａを製造する場合には、例えば、透光性の基板２１としてサファイア基板を用い、Ｉ
ｎＧａＮ系からなる活性領域を含む窒化物半導体からなる半導体層２２を、ＭＯＣＶＤ法
（有機金属気相化学成長法）によって形成する。また、半導体層２２上に例えばＡｕ／Ｔ
ｉ合金からなる正負の電極２３を形成する。これにより、青色発光ダイオード２のチップ
を形成することができる。次に、第１の波長変換部材３Ａは、青色発光ダイオード２の基
板２１の表面に、黄色蛍光体を含有する樹脂層を、例えばスクリーン印刷法等で塗布され
ることにより形成される。さらに保護部材８で第１の波長変換部材３Ａの側面を被覆する
。この際、第１の波長変換部材３Ａの上面を保護部材８から露出させることで、第１の波
長変換部材３Ａの上面を主たる光取り出し面とする第１発光素子１Ａが得られる。第２発
光素子１Ｂを製造する場合には、樹脂層が赤色蛍光体を含む以外、第１発光素子１Ａと同
様な手法により製造することができる。
【００３７】
　発光素子設置工程Ｓ２は、基体５上に、複数の発光素子１をアレイ状に設置する工程で
ある。この工程では、準備した２個の第１発光素子１Ａと２個の第２発光素子１Ｂとを基
体５上に交互に配置する。このとき、各発光素子１を、それぞれの中心が対向する複眼レ
ンズ３０の各レンズ中心から複眼レンズ３０の中心に近付く方向にずらして、各発光素子
１の正負の電極２３と基体５上の導体配線６とを接合部材９（例えばはんだ）を介して接
続する。
【００３８】
　レンズ固定工程Ｓ３は、光源装置１０の基体５の上に、複眼レンズ３０を固定する工程
である。この工程では、略円形のフレネルレンズを含むレンズ部が隣接して一体化された
複眼レンズ３０を光源装置１０の上に設置する。このとき、光源装置１０の上面と複眼レ
ンズ３０の光入射面とが離間するように、レンズホルダ３１を基体５の上に固定する。そ
の際、基体５上に樹脂材料を介してレンズホルダ３１を配置し、加熱することで、基体５
とレンズホルダ３１とを接合させる。以上の工程により、図１に示す発光装置１００を製
造することができる。
【００３９】
　なお、前記した発光素子準備工程Ｓ１および発光素子設置工程Ｓ２の代わりに、基体５
上に予め設置された各青色発光ダイオード２の基板２１の上に、板状の第１の波長変換部
材３Ａおよび第２の波長変換部材３Ｂを交互に接合するようにしてもよい。
【００４０】
　次に、発光装置１００の効果について説明する。発光素子１の個数や複眼レンズ３０の
大きさを変えることなく、第１発光素子１Ａと第２発光素子１Ｂとが交互に配置されてい
ない比較例の発光装置を図５および図６に示す。図５は、第１比較例に係る発光装置の構
成を模式的に示す平面図である。図６は、第２比較例に係る発光装置の構成を模式的に示
す平面図である。なお、図５および図６では、筐体４の図示を省略し、本体部４１の貫通
孔４３に取り付けられたカバーガラス４２を通して見える発光装置の一部を図示している
。
【００４１】
　図５に示すように、第１比較例に係る発光装置２００においては、１行目には、２個の
第１発光素子１Ａが配置されており、２行目には、２個の第２発光素子１Ｂが配置されて
いる。ｍ行目のｎ列目に位置する発光素子１を発光素子１（ｍ，ｎ）と表記する場合、発
光装置２００は、第１発光素子１Ａ（１，１）と、第１発光素子１Ａ（１，２）と、第２
発光素子１Ｂ（２，１）と、第２発光素子１Ｂ（２，２）と、を備えている。この第１比
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較例に係る発光装置２００は、平面視において、複眼レンズ３０の各フレネルレンズのレ
ンズ中心と、それぞれ対向する第１発光素子１Ａおよび第２発光素子１Ｂの中心とが略一
致している。
【００４２】
　一方、発光装置１００は、発光装置２００と比べて、発光素子１間のピッチを縮めてい
る。すなわち、図１に示す発光素子の中心間の距離Ｄ２は、図５に示す発光素子の中心間
の距離Ｄ３よりも小さい。このため、発光装置１００では、発光素子１間のピッチを縮め
ることで確保した領域を、例えば保護素子やセンサーなど発光素子以外の部材の実装エリ
アとして有効に利用することが可能となる。よって、発光素子以外の部材の実装エリアを
追加することなく、装置全体を小型化することができる。
【００４３】
　また、第１比較例に係る発光装置２００が筐体４に組み込まれた場合、図７に示すよう
に、例えば第１発光素子１Ａの発光する一部の光線Ｌ１が筐体４の本体部４１で吸収され
て外部に取り出すことができない。
　一方、発光装置１００が筐体４に組み込まれた場合、図８に示すように、例えば第１発
光素子１Ａの発光する一部の光線Ｌ２が筐体４の本体部４１で吸収されることなく外部に
取り出すことができる。このため、発光装置１００は、発光装置２００と比べて筐体４の
本体部４１で吸収される光を低減することができる。その結果、発光装置１００は、発光
素子１からの光の利用率を向上できる。なお、光線Ｌ２と光線Ｌ１とは、第１発光素子１
Ａ上の同じ位置から同じ角度で放射されたものとしている。
【００４４】
　図６に示すように、第２比較例に係る発光装置３００は、発光装置２００と同様に、第
１発光素子１Ａ（１，１）と、第１発光素子１Ａ（１，２）と、第２発光素子１Ｂ（２，
１）と、第２発光素子１Ｂ（２，２）と、を備えている。ここで、発光装置３００は、発
光装置１００と同様に、平面視において、複眼レンズ３０の各フレネルレンズのレンズ中
心と、対向する第１発光素子１Ａおよび第２発光素子１Ｂのいずれかの中心とがずれてい
る。このため、発光装置３００は、発光装置２００と比べて筐体４の本体部４１で吸収さ
れる光を低減することができる。
【００４５】
　図９～図１１に、発光装置２００，３００，１００による照射分布を示す。図９は、第
１比較例に係る発光装置による照射分布の模式図である。図１０は、第２比較例に係る発
光装置による照射分布の模式図である。図１１は、第１実施形態に係る発光装置による照
射分布の模式図である。なお、図９～図１１では、矩形の枠は、カメラの画角（撮影範囲
）を示しており、ｘ軸方向における正の方向は、図１、図５、図６とは反対向きである。
また、各図において、左から、第１発光素子１Ａのみによる発光、第２発光素子１Ｂのみ
による発光、第１発光素子１Ａおよび第２発光素子１Ｂによる同時発光をそれぞれ示して
いる。また、白色光の照度分布をＷ、アンバー色の光の照度分布をＷ、混色の光の照度分
布をＭとしている。
【００４６】
　図９に示すように、第１比較例に係る発光装置２００においては、照度分布Ｗ、照度分
布Ａ、照度分布Ｍに偏りがない。
　しかしながら、第１比較例に係る発光装置２００が筐体４に組み込まれた場合、上述し
たように、筐体４の本体部４１で吸収される光が外部に取り出すことができないため、カ
メラの画角において、第１実施形態に係る発光装置と比較して、より狭い範囲しか照射す
ることができない。
【００４７】
　第２比較例に係る発光装置３００においては、発光素子の中心とレンズ中心との間にず
れがある。
　そのため、第１発光素子１Ａ（１，１）から複眼レンズ３０を通過した光は、ｙ軸方向
における正の方向にシフトする。
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　第１発光素子１Ａ（１，２）から複眼レンズ３０を通過した光は、ｙ軸方向における正
の方向にシフトする。
　第２発光素子１Ｂ（２，１）から複眼レンズ３０を通過した光は、ｙ軸方向における負
の方向にシフトする。
　第２発光素子１Ｂ（２，２）から複眼レンズ３０を通過した光は、ｙ軸方向における負
の方向にシフトする。
　つまり、第１発光素子１Ａ（１，１）および第１発光素子１Ａ（１，２）から複眼レン
ズ３０を通過した光は、共に同じ方向にシフトするので、照度分布の偏りが生じやすい。
　また、第２発光素子１Ｂ（２，１）および第２発光素子１Ｂ（２，２）から複眼レンズ
３０を通過した光は、共に同じ方向にシフトするので、照度分布の偏りが生じやすい。
【００４８】
　このため、発光装置３００においては、第１発光素子１Ａのみによる発光時には、図１
０の左に示すように、カメラの画角において、照度分布Ｗは、ｙ軸方向における正の方向
に偏りが生じている。また、第２発光素子１Ｂのみによる発光時には、図１０の中央に示
すように、カメラの画角において、照度分布Ａは、ｙ軸方向における負の方向に偏りが生
じている。これに対して、第１発光素子１Ａおよび第２発光素子１Ｂによる同時発光の際
には、図１０の右に示すように、カメラの画角において、照度分布Ｍは、偏ることなく、
ｙ軸方向における正の方向のシフトとｙ軸方向における負の方向のシフトとを合成した広
がりを持つ。ただし、混色領域のｙ軸方向における正の方向と負の方向の外縁近傍に白色
の領域とアンバー色の領域が生じており、発光色ムラが発生する。
【００４９】
　一方、発光装置１００においても、発光素子の中心とレンズ中心との間にずれがある。
　この場合、第１発光素子１Ａ（１，１）から複眼レンズ３０を通過した光は、ｙ軸方向
における正の方向にシフトする。
　第２発光素子１Ｂ（１，２）から複眼レンズ３０を通過した光は、ｙ軸方向における正
の方向にシフトする。
　第２発光素子１Ｂ（２，１）から複眼レンズ３０を通過した光は、ｙ軸方向における負
の方向にシフトする。
　第１発光素子１Ａ（２，２）から複眼レンズ３０を通過した光は、ｙ軸方向における負
の方向にシフトする。
　つまり、第１発光素子１Ａ（１，１）および第１発光素子１Ａ（２，２）から複眼レン
ズ３０を通過した光は、逆方向にシフトするので、照度分布の偏りを緩和する。
　また、第２発光素子１Ｂ（１，２）および第２発光素子１Ｂ（２，１）から複眼レンズ
３０を通過した光は、逆方向にシフトするので、照度分布の偏りを緩和する。
【００５０】
　このため、発光装置１００においては、図１１に示すように、照度分布Ｗ、照度分布Ａ
、照度分布Ｍは、それぞれ偏ることなく、ｙ軸方向における正の方向のシフトとｙ軸方向
における負の方向のシフトとを合成した広がりを持つ。また、照度分布Ｍには色ムラがな
い。
【００５１】
（第２実施形態）
　図１２は、第２実施形態に係る発光装置の構成を模式的に示す平面図である。図１２に
示すように、第２実施形態に係る発光装置１００Ｃでは、発光素子の個数と複眼レンズの
形状が第１実施形態に係る発光装置１００と相違している。以下では、図１に示す発光装
置１００と同じ構成には同じ符号を付して説明を省略する。なお、図１２では、筐体４の
図示を省略し、本体部４１の貫通孔４３に取り付けられたカバーガラス４２を通して見え
る発光装置の一部を図示している。
【００５２】
　発光装置１００Ｃは、基体５上にアレイ状に設けられた複数の発光素子１を有する光源
装置１０（図２参照）と、複眼レンズ３０Ｃと、を備えている。複眼レンズ３０Ｃは、基
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て複数のレンズ部を有している。図１２に示すように、平面視において、１つの発光素子
１は、その中心が複眼レンズ３０の中心に配置されたレンズ部のレンズ中心に対向して配
置されている。また、平面視において、他の複数の発光素子１は、それぞれの中心が対向
する複眼レンズ３０Ｃの各レンズ中心から複眼レンズ３０Ｃの中心に近付く方向にずれて
配置されている。また、これら他の複数の発光素子１として、発光色が異なる第１発光素
子１Ａと第２発光素子１Ｂとが交互に隣接して配置されている。
【００５３】
　発光装置１００Ｃには、複数の発光素子１が設けられている。複数の発光素子１のうち
、第１発光素子１Ａは白色光を発光し、第２発光素子１Ｂは、第１発光素子１Ａよりも赤
色成分が多い光としてアンバー色の光を発光する。平面視において、複眼レンズ３０Ｃの
中心に配置されたレンズ部に対向して配置された発光素子１は、第１発光素子１Ａである
。
【００５４】
　本実施形態に係る発光装置１００Ｃは、第１発光素子１Ａ（１，１）と、第２発光素子
１Ｂ（１，２）と、第２発光素子１Ｂ（２，１）と、第１発光素子１Ａ（２，２）と、を
備えると共に、それらの中心に第１発光素子１Ａを備えている。したがって、発光装置１
００Ｃは、発光装置１００と同様に、小型で色ムラが改善される効果を奏すると共に、中
心に配置され白色光を発光する第１発光素子１Ａによって効果的に出力を上げることがで
きる。なお、発光装置１００Ｃの製造方法は、前記した方法と同様なので説明を省略する
。
【００５５】
　以上、本発明に係る発光装置について、発明を実施するための形態によって具体的に説
明したが、本発明の趣旨はこれらの記載に限定されるものではなく、特許請求の範囲の記
載に基づいて広く解釈されなければならない。また、これらの記載に基づいて種々変更、
改変などしたものも本発明の趣旨に含まれることはいうまでもない。
【符号の説明】
【００５６】
　１　　　発光素子
　１Ａ　　第１発光素子
　１Ｂ　　第２発光素子
　２　　　青色発光ダイオード
　３Ａ　　第１の波長変換部材
　３Ｂ　　第２の波長変換部材
　５　　　基体
　１０、１０Ｂ　光源装置
　３０　　複眼レンズ
　３１　　レンズホルダ
　１００、１００Ｃ　発光装置
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